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平成 16 年２月期  個別中間財務諸表の概要 
平成 15 年 10 月８日 

 

上場会社名 株式会社ポイント 上場取引所  東 

コード番号 2685 本社所在都道府県  茨城県 

（ＵＲＬ http://www.point.co.jp/） 

代 表 者   役 職 名 代表取締役社長    氏名 福田 三千男 

問い合わせ先  役 職 名 取締役管理本部長 氏名  吉野 明男    TEL（03）5624 － 6011 (東京本部) 

決算取締役会開催日  平成 15 年 10 月８日       中間配当制度の有無  有 
中間配当支払開始日  平成 －年 －月 －日     単元株制度採用の有無 有（１単元 100 株） 

 

１．15年８月中間期の業績（平成 15年３月１日～平成 15年８月 31日） 

(1) 経営成績                                （百万円未満切捨） 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 

15 年８月中間期 

14 年８月中間期 

百万円   ％ 

12,667（  36.7） 

9,265（ 31.7） 

百万円   ％ 

1,824（  45.8） 

1,251（  65.5） 

百万円   ％ 

1,820（  47.1） 

1,237（  63.2） 

15 年２月期  20,679  2,829      2,786 
 

 
中 間 (当 期) 純 利 益 

1 株当たり中間 

(当期)純利益 

 

15 年８月中間期 

14 年８月中間期 

百万円   ％ 

924（  32.9） 

695（ 110.8） 

円  銭 

71     79   

93     31   

15 年２月期 1,528 193     32   

(注) 1．期中平均株式数 15 年８月中間期12,871,833 株 14 年８月中間期 7,453,200 株 15 年２月期7,905,000 株  

   2．会計処理の方法の変更   無 

   3．売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2) 配当状況 

 
1 株当たり 

中間配当金 

1 株当たり 

年間配当金 

 

 

 

15 年８月中間期 

14 年８月中間期 

円 銭 

0  0  

0  0  

円 銭 

―――― 

―――― 

 

 

15 年２月期 ―――― 18 00   

 

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本 

 

15 年８月中間期 

14 年８月中間期 

百万円 

13,571  

9,045  

百万円 

 6,606  

3,159  

％ 

48.7  

34.9  

円  銭 

507   85   

423   85   

15 年２月期 12,227  5,841  47.8  684   76   

(注) 1．期末発行済株式数 15 年８月中間期 13,009,500 株 14 年８月中間期 7,453,200 株 15 年２月期 8,530,000 株  

2. 期末自己株式数 15 年８月中間期 3,900 株  14 年８月中間期 1,600 株  15 年２月期 1,600 株 

 

２．16年２月期の業績予想（平成 15年３月１日～平成 16年２月 28日） 

1 株当たり年間配当金 
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

期 末  

 

通  期 

百万円 

26,629 

百万円 

3,747 

百万円 

1,963 

円 銭 

15  00  

円 銭 

15  00  

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期） 150 円 95 銭 
※１．1 株当たり予想当期純利益（通期）につきましては、当中間期末の発行済株式数をもって算出しております。 
２．上記の予想は、本資料の発表日現在における将来の見通し、計画のもととなる前提、予測を含んで記載しております。実際の業
績は今後様々な要因によって上記予想とは異なる結果となる可能性があります。なお、上記業績予想に関する事項は中間決算短

信（連結）添付資料の 10ページを参照してください。 
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中間財務諸表等 

① 中間貸借対照表      
（単位：千円）

前中間会計期間末 
 

(平成14年８月31日現在) 

当中間会計期間末 
 

(平成15年８月31日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成15年２月28日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

 （資産の部）   ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 資 産        

１．現 金 及 び 預 金 ※２ 1,630,319  4,259,647  4,233,486  

２．売 掛 金  1,042,240  1,315,829  731,342  

３．た な 卸 資 産  1,447,292  1,327,914  1,559,122  

４．そ の 他 ※２ ※３ 235,051  1,030,998  478,677  

５．貸 倒 引 当 金  △     33,958  △     24,318  △     13,818  

 流 動 資 産 合 計  4,320,945 47.8 7,910,073 58.2 6,988,809 57.2 

Ⅱ 固 定 資 産        

１．有 形 固 定 資 産        

(１)土 地  689,150  689,150  689,150  

(２)そ の 他 ※１ 279,583  591,453  561,032  

 有 形 固 定 資 産 合 計  968,733 10.7 1,280,603 9.4 1,250,182 10.2 

２．無 形 固 定 資 産  74,810 0.8 54,101 0.4 66,467 0.5 

３．投 資 そ の 他 の 資 産        

(１)保 証 金 敷 金 ※２ 3,169,769  3,692,491  3,419,944  

(２)そ の 他 ※２ ※３ 552,723  674,258  549,481  

(３)貸 倒 引 当 金  △     41,831  △     39,700  △     47,519  

 投資その他の資産合計  3,680,661 40.7 4,327,049 32.0 3,921,906 32.1 

 固 定 資 産 合 計  4,724,205 52.2 5,661,755 41.8 5,238,557 42.8 

 資 産 合 計  9,045,151 100.0 13,571,828 100.0 12,227,367 100.0 
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      （単位：千円）

前中間会計期間末 
 

(平成14年８月31日現在) 

当中間会計期間末 
 

(平成15年８月31日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成15年２月28日現在) 

期  別 
 

 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

 （負債の部）   ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 負 債        

１．支 払 手 形  1,256,559  2,110,146  2,037,603  

２．買 掛 金 ※２ 917,398  930,090  929,431  

３．短 期 借 入 金 ※２ 308,200  341,800  83,600  

４．一年内返済予定の長期借入金  ※２ 480,566  292,482  332,443  

５．未 払 金  780,008  1,048,031  756,025  

６．未 払 法 人 税 等  526,057  801,612  852,610  

７．賞 与 引 当 金  96,819  263,900  124,286  

８．そ の 他  30,273  65,427  15,572  

 流 動 負 債 合 計  4,395,883 48.6 5,853,490 43.1 5,131,572 42.0 

Ⅱ 固 定 負 債        

１．社 債  500,000  500,000  500,000  

２．長 期 借 入 金 ※２ 841,862  450,880  598,054  

３．役員退職慰労引当金  148,344  160,583  156,719  

 固 定 負 債 合 計  1,490,206 16.5 1,111,463 8.2 1,254,773 10.2 

 負 債 合 計  5,886,089 65.1 6,964,953 51.3 6,386,345 52.2 
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      （単位：千円）

前中間会計期間末 
 

(平成14年８月31日現在) 

当中間会計期間末 
 

(平成15年８月31日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成15年２月28日現在) 

期  別 
 

 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

 （資本の部）        

Ⅰ 資 本 金  457,363 5.1 ― ― 1,383,411 11.3 

Ⅱ 資 本 準 備 金  317,254 3.5 ― ― 1,242,225 10.2 

Ⅲ 利 益 準 備 金  16,652 0.2 ― ― 16,652 0.1 

Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金        

１．任 意 積 立 金  1,609,280  ―  1,609,280  

２．中間(当期)未処分利益  755,498  ―  1,588,229  

 そ の 他 の 剰 余 金 合 計  2,364,778 26.1 ― ― 3,197,509 26.2 

 Ｖ その他有価証券評価差額金  3,514 0.0 ― ― 1,725 0.0 

 Ⅵ 自 己 株 式  △     502 △0.0 ― ― △      502 △0.0 

 資 本 合 計  3,159,061 34.9 ― ― 5,841,022 47.8 

         

Ⅰ 資 本 金  ― ― 1,406,955 10.4 ― ― 

Ⅱ 資 本 剰 余 金        

資 本 準 備 金  ―  1,265,769  ―  

 資 本 剰 余 金 合 計  ― ― 1,265,769 9.3 ― ― 

Ⅲ 利 益 剰 余 金        

１．利 益 準 備 金  ―  16,652  ―  

２．任 意 積 立 金  ―  2,909,280  ―  

３．中 間 未 処 分 利 益  ―  1,000,616  ―  

 利 益 剰 余 金 合 計  ― ― 3,926,548 28.9 ― ― 

Ⅳ その他有価証券評価差額金  ― ― 10,981 0.1 ― ― 

 Ｖ 自 己 株 式  ― ― △      3,380 △ 0.0 ― ― 

 資 本 合 計  ― ― 6,606,874 48.7 ― ― 

 負 債 ・ 資 本 合 計  9,045,151 100.0 13,571,828 100.0 12,227,367 100.0 

         
 

 

 

 

 

 

 



－  － 

 

 

36

② 中間損益計算書      
（単位：千円）

前中間会計期間 
 

自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日 

当中間会計期間 
 

自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日 

前事業年度の 
要約損益計算書 
自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

    ％  ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高  9,265,486 100.0 12,667,306 100.0 20,679,092 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価  4,014,381 43.3 5,460,297 43.1 9,061,706 43.8 

 売 上 総 利 益  5,251,104 56.7 7,207,009 56.9 11,617,385 56.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  3,999,382 43.2 5,382,491 42.5 8,787,890 42.5 

 営 業 利 益  1,251,722 13.5 1,824,517 14.4 2,829,494 13.7 

Ⅳ 営 業 外 収 益 ※１ 17,270 0.2 25,149 0.2 25,017 0.1 

Ⅴ 営 業 外 費 用 ※２ 31,242 0.3 28,881 0.2 67,803 0.3 

 経 常 利 益  1,237,750 13.4 1,820,785 14.4 2,786,708 13.5 

Ⅵ 特 別 利 益  44,900 0.4 ― ― 56,824 0.3 

Ⅶ 特 別 損 失  46,815 0.5 178,222 1.4 123,155 0.6 

 税引前中間(当期)純利益  1,235,835 13.3 1,642,563 13.0 2,720,378 13.2 

 法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税   526,625 5.7 806,494 6.4 1,273,080 6.2 

 法 人 税 等 調 整 額  13,742 0.1 △    88,057 △ 0.7 △    80,899 △0.4 

 中間（当期）純利益  695,467 7.5 924,126 7.3 1,528,197 7.4 

 前 期 繰 越 利 益  60,031  76,489  60,031  

 中間(当期)未処分利益  755,498  1,000,616  1,588,229  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

１．資産の評価基準及び評価方

法 

(1）たな卸資産 

商品 

個別法による原価法 

 (2)有価証券 

・満期保有目的の債券 

   ･･･償却原価法（定額法） 

・子会社株式 

 ･･･移動平均法による原価法 

・その他有価証券 

 時価のあるもの 

･･･中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法によ

り処理し､売却原価は移動平均法により算定） 

 時価のないもの 

･･･移動平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産 

定率法（ただし平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）

については定額法） 

 主な耐用年数 

・建物     ３～39年 

・器具備品      ３～15年 

 (2) 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

 (3) 長期前払費用 

均等償却 

３．繰延資産の処理方法 新株発行費 

支出時に全額費用として処理しております。 

４．引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち、当中間会

計期間の負担すべき額を計上しております。 

  （支給対象期間の変更） 

当期における冬季支給賞与より支給対象期間を以下のように改定いたし

ました。 

夏季賞与：12月１日～５月31日(改定前)から９月１日～２月28日(改定後) 

冬季賞与：６月１日～11月30日(改定前)から３月１日～８月31日(改定後) 

この変更により、当中間会計期間に含まれる支給対象期間は６ヶ月と

なっております。 

 (3) 役員退職慰労引当金 

 平成15年５月に役員退職慰労金制度を廃止しており、役員の退職慰労金

の支出に備えるため、内規に基づく制度廃止時の要支給額を計上しており

ます。 
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５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

６．その他中間財務諸表作成の

ための基本となる重要な事

項 

消費税等の会計処理方法 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 なお、仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「未払金」

に含めて表示しております。 

 

 

 

 

追加情報 

  

（資本の部の表示について） 

中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期間における中間貸借対照表の「資本の部」について

は、改正後の中間財務諸表等規則により表示しております。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係）   

前中間会計期間末 
（平成14年８月31日現在） 

当中間会計期間末 
（平成15年８月31日現在） 

前事業年度末 
（平成15年２月28日現在） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

246,323千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

168,492千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 

154,665千円 

※２．担保提供資産及び担保付債務 ※２．担保提供資産及び担保付債務 ※２．担保提供資産及び担保付債務 

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 (1)担保に供している資産 
  
科目  金額 

流動資産「その他」 
(未収入金) 

 140,000千円

保証金敷金  1,765,611 

投資その他の資産 
｢その他｣(保険積立金) 

 126,797 

計  2,032,409 
  

  
科目  金額 

現金及び預金  140,000千円

保証金敷金  896,090 

計  1,036,090 

   
  

 
科目  金額 

現金及び預金  140,000千円

流動資産「その他」 

(未収入金) 
 115,430 

保証金敷金  1,211,943 

計  1,467,373 
 

(2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 (2）上記に対応する債務 
 
科目  金額 

買 掛 金  100,000千円

一年内返済予定 
の長期借入金 

 315,686 

長期借入金  646,189 

計  1,061,875 

   
  

 
科目  金額 

買 掛 金  100,000千円

一年内返済予定 
の長期借入金 

 148,110 

長期借入金  273,086 

計  521,196 

   
  

 
科目  金額 

買 掛 金  100,000千円

一年内返済予定 

の長期借入金 

 
153,972 

長期借入金  508,020 

計  761,992 
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前中間会計期間末 
（平成14年８月31日現在） 

当中間会計期間末 
（平成15年８月31日現在） 

前事業年度末 
（平成15年２月28日現在） 

※３．匿名組合債務 ※３．匿名組合債権 ※３．匿名組合債権 

 投資その他の資産「その他」

に匿名組合債権（5,771千円）

を含めております。 

匿名組合債権は、匿名組合方式

によるレバレッジドリースに係

るものであり、その内訳は以下

のとおりであります。 

 流動資産「その他」に匿名組

合債権（5,082千円）を含めて

おります。 

匿名組合債権は、匿名組合方

式によるレバレッジドリースに

係るものであり、その内訳は以

下のとおりであります。 

 投資その他の資産「その他」

に匿名組合債権（6,035千円）

を含めております。 

 匿名組合債権は、匿名組合方

式によるレバレッジドリースに

係るものであり、その内訳は以

下のとおりであります。 
 
科目  金額 

当初出資金額  100,621千円

現金分配額  △79,650 

損益分配額の累計額  △15,199 

(うち当中間会計期間分)  （2,860） 

匿名組合債権残高 5,771 
  

 
科目  金額 

当初出資金額  100,621千円

現金分配額  △87,051 

損益分配額の累計額  △ 8,488 

(うち当中間会計期間分)  （3,477） 

匿名組合債権残高  5,082 
  

 
科目  金額 

当初出資金額  100,621千円

現金分配額  △82,620 

損益分配額の累計額  △11,966 

（うち当期分）  （6,093） 

匿名組合債権残高 6,035 
  

 当中間会計期間分の利益分配額 

2,860千円は、営業外収益に含めて

計上しております。なお、リース事

業について損失が生じた場合、当社

は匿名組合契約により、122,032 千

円を限度とする追加出資義務を負担

することになっております。 

 当中間会計期間分の利益分配額 

3,477千円は、営業外収益に含めて

計上しております。なお、リース事

業について損失が生じた場合、当社

は匿名組合契約により、122,032 千

円を限度とする追加出資義務を負担

することになっております。 

 当期分の利益分配額6,093千円は

営業外収益に含めて計上しておりま

す。なお、リース事業について損失

が生じた場合、当社は匿名組合契約

により、122,032 千円を限度とする

追加出資義務を負担することになっ

ております。 
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（中間損益計算書関係）   

前中間会計期間 
自 平成14年３月１日 
至 平成15年８月31日 

当中間会計期間 
自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日 

前事業年度 
自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日 

※１．営業外収益のうち重要なもの ※１．営業外収益のうち重要なもの ※１．営業外収益のうち重要なもの 
 
受取利息 1,881千円  

受取配当金 8,425千円  

匿名組合投資利益 2,860千円  
  

 
受取利息 1,663千円  

受取配当金 15,556千円  

匿名組合投資利益 3,477千円  

受取販売奨励金 2,354千円  
  

 
受取利息 3,576千円

受取配当金 8,470千円

匿名組合投資利益 6,093千円

受取販売奨励金益 3,243千円
  

※２．営業外費用のうち重要なもの ※２．営業外費用のうち重要なもの ※２．営業外費用のうち重要なもの 
 
支払利息 16,305千円

社債発行費 9,250千円

 

  

 
支払利息 8,303千円

社債利息 4,032千円

 

新株発行費 5,276千円

電話加入権評価損 6,947千円

 

投資有価証券評価損 4,320千円  
  

 
支払利息 27,492千円

社債利息   7,110千円

新株発行費 20,438千円

社債発行費 9,250千円
  

 ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額  ３．減価償却実施額 
 
有形固定資産 22,405千円 

無形固定資産 13,558千円 
  

 
有形固定資産 50,183千円 

無形固定資産 11,545千円 
  

 
有形固定資産 58,907千円 

無形固定資産 27,031千円 
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（リース取引関係）   

前中間会計期間 
自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日 

当中間会計期間 
自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日 

前事業年度 
自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 
  

 取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期末 
残 高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 

有形固定資産 1,845,158 758,996 1,086,162 

無形固定資産 10,141 8,113 2,028 

合計 1,855,300 767,109 1,088,190 

  

  

 取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

中間期末 
残 高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 

有形固定資産 2,429,869 732,252 1,697,617 

合計 2,429,869 732,252 1,697,617 

  

  

 取得価額 
相 当 額 

減価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 
残 高 
相 当 額 

 千円 千円 千円 

有形固定資産 1,842,570 689,644 1,152,925 

無形固定資産 10,141 9,127 1,014 

合計 1,852,712 698,772 1,153,940 

  
２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

  
１年内 335,756千円  

１年超 777,529  

合計 1,113,286  
  

  
１年内 478,472千円

１年超 1,248,984 

合計 1,727,456 
  

  
１年内 355,306千円

１年超 826,439 

合計 1,181,746 
  

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 
  
支払リース料 202,465千円  

減価償却費相当額 183,313千円  

支払利息相当額 22,031千円  
  

  
支払リース料 258,009千円

減価償却費相当額 234,937千円

支払利息相当額 29,934千円
  

  
支払リース料 421,984千円

減価償却費相当額 382,509千円

支払利息相当額 46,414千円
  

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

同左 同左 

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利息

相当額とし、各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

同左 同左 

 

 

（有価証券関係） 

 子会社株式で時価のあるものはありません。 
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（重要な後発事象）   

前中間会計期間 
自 平成14年３月１日 
至 平成14年８月31日 

当中間会計期間 
自 平成15年３月１日 
至 平成15年８月31日 

前事業年度 
自 平成14年３月１日 
至 平成15年２月28日 

１．公募による新株式発行 

（一般募集） 

平成14年９月５日開催の取締役会

の決議に基づき、次のとおり新株

式を発行しております。 

(1)発行新株式数 

 普通株式 1,000,000株 

(2)発行価格 １株につき1,814円 

(3)発行価額 １株につき1,719円 

(4)発行価額の総額  

1,719,000千円 

(5)資本組入額の総額 

860,000千円 

(6)申込期日 平成14年９月20日 

(7)払込期日 平成14年９月26日 

(8)配当起算日 平成14年９月１日 

(9)資金の使途 設備資金、借入

金返済及び運転資金に充当す

る予定であります。 

２．第三者割当による新株式発行 

平成14年９月５日開催の取締役会

の決議に基づき、次のとおり第三

者割当による新株式を発行してお

ります。 

(1)発行新株式数 

      普通株式 76,800株 

(2)発行価額 １株につき1,719円 

(3)発行価額の総額 132,019千円 

(4)資本組入額の総額 66,048千円 

(5)申込期日 平成14年10月21日 

(6)払込期日 平成14年10月22日 

(7)配当起算日 平成14年９月１日 

(8)資金の使途 運転資金に充当

する予定であります。 

(9)割当先及び株式数 

  野村證券株式会社 76,800株 

 

１．公募による新株式発行 

（一般募集） 

平成15年９月５日開催の取締役会

の決議に基づき、次のとおり新株

式を発行しております。 

(1)発行新株式数 

 普通株式 1,000,000株 

(2)発行価格 １株につき2,143円 

(3)発行価額 １株につき2,043円 

(4)発行価額の総額  

2,043,000千円 

(5)資本組入額の総額 

1,022,000千円 

(6)申込期日 平成15年９月19日 

(7)払込期日 平成15年９月25日 

(8)配当起算日 平成15年９月１日

(9)資金の使途 設備資金に充当

する予定であります。 

 

１．株式の分割（無償交付） 

平成15年1月27日開催の取締役会

の決議に基づき、次のとおり株

式分割による新株式を発行して

おります。 

(1) 平成15年４月18日付をもって

普通株式１株を1.5株に分割

する。 

① 分割により増加する株式数 

普通株式  4,265,800株 

② 分割方法 

平成15年２月28日最終の株

主名簿および実質株主名簿

に記載された株主の所有株

主数を、１株につき1.5株

の割合をもって分割する。 

(2) 配当起算日 

平成15年３月１日 
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１株当たり指標の遡及修正数値 

１株当たり当期純利益に関する会計基準及び１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針を前中間会計期

間及び前事業年度に適用し、かつ決算短信に記載されている１株当たり指標を平成15年８月中間期の数値を100と

して、これまでに実施した株式分割に伴う希薄化を修正・調整した数値に表示しますと、以下のとおりとなります。 

平成16年２月期 平成15年２月期  

中間 中間 期末 

 円 銭 円 銭 円 銭 

１株当たり中間(当期)純利益 71 79 62 21 123 97 

１ 株当たり配当 金  －  － 12 00 

１株当たり株主資本 507 85 282 57 451 96 

（注）平成15年８月中間期に株式分割を実施 

効力発生日 平成15年４月18日に１：1.5の分割 

 




